
様式第１－２号

土地買取希望申出書
令和○○年○○月○○日　　
　笛吹市長　　　　　　　　　　殿
	申出をする者
	住所
	〒○○○　△△県○○市○○○△△番
	電話番号
	055－262－1111

	
	氏名
	　○　○　○　○　　　


　公有地の拡大の推進に関する法律第５条第１項の規定に基づき、次により申し出ます。



１　土地に関する事項
	所在及び地番
	地目
	地積
	当該土地に存する所有権以外の権利

	
	
	
	種　類
	内　容
	当該権利を有する者の氏名及び住所

	笛吹市○○○

××××番
	宅地
	㎡

3,200
	抵当権
	限度額

×億円
	○○市○○○町○○丁目○○番○号

○○○○銀行


２　当該土地に存する建築物その他の工作物に関する事項

	所在及び地番
	用途
	構造の概要
	延べ面積


	当該工作物の所有者の氏名及び住所
	当該工作物に存する所有権

以外の権利

	
	
	
	
	
	種 類
	内 容
	当該権利を有する者の氏名及び住所

	笛吹市○○
××番地
	倉庫
	鉄骨造

平屋建
	    ㎡

2,800
	○○市○○○

△△番
	
	
	


３　買取り希望価額

	
	土　　　　地
	建築物その他の工作物
	合　　　　計

	買 取 希 望 価 額
	円

１２０，０００，０００
	　　　　　　円

　　　　　　　　　　０
	　　　　　　　　円

１２０，０００，０００


４　その他参考となるべき事項

　備考　１　「地目」の欄には、田、畑、宅地、山林等の区分によりその現況を記載すること。

　　　　２　「地積」の欄には、土地登記簿に登記された地積を記載すること。実測地積が知れてい

るときは、当該実測地積を「地積」の欄にかっこ書きで記載すること。

　　　　３　「内容」の欄には、存続期間、地代等当該権利の内容をできる限り詳細に記載すること。

　　　　４　申出をする者、土地に存する所有権以外の権利を有する者又は当該土地に存する建築物

その他の工作物に関し所有権若しくは所有権以外の権利を有する者が法人である場合にお

いては、氏名は、その法人名称及び代表者の氏名を記載すること。

注）個人情報については、「笛吹市個人情報保護条例」に基づき適正な管理を行います。

　　本申出書及び添付書類に記載された個人情報は、県関係機関等に対する照会や通知及び連絡目的

のために利用します。
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２　当該土地に存する建築物その他の工作物に関する事項

	所在及び地番
	用途
	構造の概要
	延べ面積


	当該工作物の所有者の氏名及び住所
	当該工作物に存する所有権

以外の権利

	
	
	
	
	
	種 類
	内 容
	当該権利を有する者の氏名及び住所

	
	
	
	    ㎡


	
	
	
	


３　買取り希望価額

	
	土　　　　地
	建築物その他の工作物
	合　　　　計

	買 取 希 望 価 額
	円


	　　　　　　円

　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　円




４　その他参考となるべき事項

　備考　１　「地目」の欄には、田、畑、宅地、山林等の区分によりその現況を記載すること。

　　　　２　「地積」の欄には、土地登記簿に登記された地積を記載すること。実測地積が知れてい

るときは、当該実測地積を「地積」の欄にかっこ書きで記載すること。

　　　　３　「内容」の欄には、存続期間、地代等当該権利の内容をできる限り詳細に記載すること。

　　　　４　申出をする者、土地に存する所有権以外の権利を有する者又は当該土地に存する建築物

その他の工作物に関し所有権若しくは所有権以外の権利を有する者が法人である場合にお

いては、氏名は、その法人名称及び代表者の氏名を記載すること。

注）個人情報については、「笛吹市個人情報保護法施行条例」に基づき適正な管理を行います。

　　本申出書及び添付書類に記載された個人情報は、県関係機関等に対する照会や通知及び連絡目的

のために利用します。

記載例





地目欄：田、畑、宅地、山林等の区分により、現況を記載


地積欄：登記地積。実測済みの場合は、上段に実測地積を括弧書きで記載。


内容欄：存続期間、地代、債権額等、権利の内容を記載





土地が2筆以上、建築物等が２棟以上になる場合は、欄の追加、若しくは別紙に記載









